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　これまで、建築に使用するコンクリートや木材の性能を定めた規格は、新しい材料から製造さ
れることを前提にしていました。あなたの家が、リサイクル材で建設されるとしたら、あなたは心
配になりませんか？リサイクル材を安心して使用できるようにするためには、何が必要となるので
しょうか。

コンクリートや木材も繰返し利用する時代へ

コ  ンクリートって何からできているの？
　コンクリートは、セメント，砂利，砂，水
を混合して、固まったものです。セメント
は石灰岩を焼成して作られます。写真 1
は、建物に使用しているコンクリートを切
り出したものです。丸印の部分が砂利で、
砂利の間を、セメントと砂と水が混ざり
合ったモルタルが充填しています。この写
真が示すように、コンクリートには、たく
さんの砂利や砂を使ってできているので
す。コンクリートの製造には、大量の砂利
や砂が必要になります。これらの材料は、
かつては河川に豊富にありました。しか
し、1960 年代以降建設工事のために大
量に採取された結果、資源が減少し現在で
は使用が制限されています。これらの天然
の骨材（砂利や砂）に代わって、現在では岩
石などを粉砕して人工的に製造した砕石，
砕砂を、コンクリートの製造に使用してい
ます。
　建設リサイクル法の施行以降は、コンク
リート塊からの再生骨材（図 1）を製造す
る技術（写真 2、3）の開発、再生資源の品
質規格体系の構築や公共事業などへの積
極的な利用などの取り組みが進められて
います。

コンクリートのリサイクル
に関するJIS規格の現状

　現在、再生骨材を使用したコンクリー
ト（以下、「再生骨材コンクリート」とい
う）と再生骨材の JIS 化作業が行われて
おり、既存の骨材と同様の性能・品質を
想定した「コンクリート用再生骨材Ｈ」

（JIS A 5021）が制定されるとともに、既
存の骨材に比べ若干性能・品質は劣るも
のの、コスト面に優れた「再生骨材Ｍ」の規
格化も作業が進んでいます。しかし、再生
骨材コンクリートを建築構造部材等に使
用する場合は、個別に国土交通大臣の認定
が必要なことから、建築分野での利用は決
して多いとは言えません。このため、再生
骨材コンクリートを既存のコンクリート
と同様に特段の手続きなく使用するため
には、製造・施工時の管理などの技術基準
等が必要であり、そのための準備や検討が
切望されています。
　再生骨材を基準化するためには、天然の
骨材に比べて別途検討しなければならな
いことが多くあります。再生骨材と天然の
骨材の大きな違いとして、材料の性能のバ
ラツキがあります。一般に同じ場所から採
取された天然の骨材は、性能や品質がほぼ
一定しています。これに対し再生骨材は複
数の建設構造物から発生したコンクリー
ト塊を使用するため、性能や品質に大きな
バラツキがあります。そのため、基準を作
成するには品質にバラツキがあることを
前提に検討する必要がありますが、品質の
バラツキが大きい骨材を使用した場合、所
要の性能を得るためのコンクリートの製
造や施工の管理コストが増加し実用性に
問題が生じることも考えられます。このた
め、再生骨材の基準化と言っても簡単では
ありません。

リサイクルによるコンク
リートの有効利用へ

　建築研究所では、建設リサイクル法が制
定される以前からリサイクルに関する研究
開発に取り組んできており、製造や施工時
の管理方法の検討だけでなく、中長期的な
耐久性の検討が特に重要であるとの視点か
ら、民間では実施が難しい10年スパンを超
える各種の長期耐久性試験を継続的に実施
し、建築物の安全性と耐久性に関する情報
を発信してきました。さらに、近年急速に製
造技術の開発が進んだ再生骨材と再生骨材
コンクリートの活用を促進するために、平
成16年度より重点的研究開発課題として
取り組んでいます。この研究では、前述の再
生骨材および再生骨材コンクリートの JIS
原案作成団体である (社 ) 日本コンクリー
ト工学協会や (独 ) 都市機構、その他民間団
体との共同研究により、再生骨材の各種物
性ならびに再生骨材コンクリートの硬化前
の性状、硬化後の諸物性、耐久性など各種の
物理的・力学的性能の検討を行っています。
これまでの研究により得られた成果の一部
は、再生骨材Ｍを使用した再生骨材コンク
リートの JIS 規格化に向けて活用されてい
ます。さらに今後は、研究成果を取りまとめ
めて再生粗骨材の用途別の品質基準案やコ
ンクリートの用途区分案などを作成するこ
とにより、関連基準の制定や関連技術開発
支援等に役立てる予定です。

木材の循環

　木材は循環型の材料と言われています
が、なぜでしょうか。木造住宅の構造材料や
仕上げ材料として使われる木材は、木造住
宅が解体されたあとも木質材料の原料とし
て再び使うことができます。これは木材の
小さな循環の輪です。一方、木材には大きな
循環の輪もあります。大きな循環の輪では、
森林で伐採された樹木は木質材料に加工さ
れ、木質材料は木造住宅の一部となり、やが
て木造住宅が解体されそこで使われていた
木材が燃やされることなどによって、二酸
化炭素と他の物質に分解され、二酸化炭素
は再び森林で水と太陽の力で樹木となりま
す。このように木造住宅の主材料である木
材は数十年から百数十年のスケールで、物
質循環の輪を形成しています（図 2）。建築
研究所では、木材の小さな循環の輪を支え
る建築技術の開発に取り組んでいます。

解体材の分別・再資源化が
容易な木造住宅の開発

　自動車や家電製品など工業製品では、使
い終わったときの分解やリサイクルのし易
さを考えて設計や製造が行われているもの
が増えてきています。しかしながら、現在建
てられているほとんどの木造住宅は建物が
解体されるときのことを考えて建てられて
いません。このため、木造住宅を解体したと
きに発生する廃棄物の分別が難しくなって
います。建築研究所では、設計・施工時から
将来解体されるときの手間を考慮し、解体
材の分別と再資源化を行い易くする新しい
木造住宅の作り方を開発しています。これ
により、木造住宅の代表的な構法である軸

組構法と枠組壁工法（２×４）の住宅につい
て新しい設計方法と施工方法を提案してい
ます（図 3）。
　設計・施工方法を工夫した枠組壁工法住
宅の解体時間は、従来の方法で建てた住宅
と比べると約 15%短縮され、さらに分別
が難しい混合廃棄物の量を減らすことがで
きました。また、損傷が少ない材料を採取す
ることができるので、木材をいろいろな方
法で再資源化することが可能になります。
この設計・施工方法については、今後設計
事例集として取りまとめる予定です。

建設発生木材の
再資源化

　木材の再資源化にも取組みが進められて
いますが、現在行われている廃木材の再資
源化は、解体材をそのままの形で用いるの
ではなく、チップ化して紙や燃料などの原
料として用いる方法が中心的です。しかし、
解体材の幅広い受け皿を確保し、資源の有
効利用を促すためには、解体材を大きいま
ま材料として再利用する技術も必要です。
建築研究所では、解体材をより大きいまま
建築材料として再利用（リユースといいま
す）するための技術を開発しています。例え
ば解体材の柱に多少の加工を施すことによ
り再度新たな柱として用いるなど、解体材
から様々な構造材を製造するための品質管
理や性能評価に関する技術的な検討を行っ
ています。
　具体的な例として、枠組壁工法住宅の再
資源化技術について紹介します。枠組壁工
法住宅の解体材は、形状が比較的整ってお
り再使用に適しています。しかしながら、良
質な解体材を得るためには手間をかけて解
体しなければなりません。リユースに適し

た解体材を採取するのには、通常の約 1.5
倍から2.5倍の時間が必要です（図4）。従っ
て、解体により得られた材料を再使用する
ことによって、増えた手間に見合う処分費
等の負担の軽減が図られるような仕組みを
検討することも重要になります。
　一方、枠組壁工法住宅に使用されている
製材はすべて規格材です。解体材を日本農
林規格に準じた方法を用いて等級区分を
行うと約 75％は未使用時と同じ等級をほ
ぼ満たしますが、残りの材は施工時及び解
体時に生じたと考えられる割れや穴など
の欠点によって等級が下がってしまいま
す。
　さらに、目視による選別では未使用時と
同じ等級を満たしている解体材であって
も、実際には強度が低下している場合があ
ります。材の強度が担保できてはじめて解
体材を構造材として利用できる可能性が
開けてきますが、解体材の強度の推定値は、
同じ等級の未使用材に対して与えられてい
る基準強度を下回るものになります。この
ため、解体材の中から良いものを選別し、所
定の強度を担保する技術開発も行っていま
す。

リサイクルによる資源
の有効利用へ　

　今後は、建築研究所としては建築基準法
を含む制度全体の検討を行うことにより、
循環型社会の進展に寄与していくこととし
ています。また、研究開発により得られた成
果については、新たな建設材料・技術など
の各種情報を積極的に発信することが、地
域環境問題さらには地球環境問題に対する
建設分野への有効な技術的貢献になるもの
と考えています。

■図2　木材の循環

■図3　解体・分別し易い木材建築物の設計
瓦等の留付方を工夫することなどにより解体時に分別しやすい設計手法を取りまとめた

■写真1　コンクリートの断面 ■図１　コンクリート塊と再生された骨材

■写真2　再生骨材の製造システム外観の一例 ■写真3　再生骨材製造装置の一例
■図4　解体手間の比較

良質な解体材を得るためには、通常より手間をかけて解体することが必要
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  環境研究グループ

編集後記

  防火研究グループ

椿
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建築研究所は創立 60 周年を
迎えました
　建築研究所は、平成 18年をもって創立
６０周年を迎えることができました。これを
記念して、11月 14日（火）に記念式典が開
催されました。
　式典は約220名の参加者の下で執り行わ
れ、谷口博昭 国交省技監、市原健一 つくば
市長、村上周三 日本建築学会会長、岡田義光 
防災科研理事長、日本建築業協会の表佑太郎 
大林組技研所長からお祝いの言葉と今後の
活躍への期待の言葉を頂くとともに、巽和夫 
京都大学名誉教授より「建築社会システム再
編へのアプローチ」と題して、変わりゆく社
会の中でこの先求められる研究開発につい
ての記念講演が行われました。
　60周年を機に役職員一同、建築研究所の
使命と期待される役割を果すべく一層努力
する決意を新たにしました。

建築研究所講演会のご案内
　平成19年３月16日（金）、独立行政法人
建築研究所講演会を東京有楽町朝日ホール
（有楽町マリオン 11Ｆ）において、『建築・
住宅・都市を巡る先導研究の現状と展望』と
題して開催致します。建築研究所が取り組ん
でいる研究開発の現状と展望について講演
を行うとともに、東京大学教授であり建築家
の難波和彦氏から『「箱の家」からエコハウス
へ』と題して特別講演を予定しています。
　入場及びテキスト代は無料となっており
事前登録も不要ですので、皆様のご来場を
心よりお待ち申し上げております。

　近年の、安全性や効率・快適性に対する
関心の高まりと技術革新を反映して、住ま
いや建築物は急速に変貌を遂げつつあり
ます。一方でエネルギーや資源の消費が拡
大･集中したり、生活環境･自然環境への影
響も目立ってきています。
　環境研究グループでは、これらの技術や
材料を建築に合理的に活用･調和させ、健
康で快適な生活空間の構築と生活･自然環
境の保全との両立を目指しています。例え
ば、通風・採光･遮音など従来技術の再評
価･再構築から、住まい方や社会的要請と
の関係整理、最新のシミュレーション技術
や実験に基づく予測や最適設計･活用技術
の開発に至る、幅広い研究に取り組んでい
ます。
　環境に関する研究は、人間とその活動に
伴う影響全般を扱うため、対象も方法論も
様々で、地球温暖化に立ち向かう省エネル
ギー･新エネルギー技術、都市化に伴う暑

熱化を軽減するヒートアイランド対策技
術、化学物質に起因する健康影響を防止す
るシックハウス対策技術、浄化槽を活用し
た水環境保全技術など多岐にわたります。
中でも、シックハウス問題に関しては建築
基準法改正時の汚染メカニズム解明を通
じた空気汚染の低減に、省エネルギー問題
に関しては省エネ法改正における仕様検
討等を通じて実用的な省エネ対策の普及
などに貢献しました。また、近年はヒート
アイランド対策に大規模シミュレーショ
ンを適用した効果予測などの研究成果が
社会的にも大きく取り上げられていると
ころです。
　環境研究グループは、中長期的ニーズに
応える実態把握と先導的研究の実施、行政
施策と消費者保護を支える評価試験技術
等の開発･整備等を通じて、持続可能な社
会の実現に貢献していきます。

　防火研究グループは、火災による被害 
の軽減を目的として、物の燃え方や煙の広
がり方などの基礎的な火災現象の解明か
ら、様々な防耐火技術、火災安全設計・評
価ツール、避難技術、建築材料や部材の防
火性能評価試験法の開発など幅広い研究
を進めています。また、建築基準法等の火
災安全に関する技術基準の策定にも深く
関わっており、研究活動で得た技術情報の
提供により、我が国の建築物の火災安全性
向上に大きく寄与してきました。
　最近では、地球環境保護などの観点から
木材への関心が高いことから、従来、火に
弱いとされてきた木造建築物の防耐火性
能を向上させる研究開発を進め、木材と鉄
などを組み合わせた木質ハイブリッド構
造を利用した４～ 5階建ての耐火建築物
の建設実現に貢献しました。また、都市防
災の分野では、過去の市街地火災の被害状
況を詳細に分析し、有風下の火災性状の実
験的解明を行い、より精緻な市街地火災延

焼シミュレーションモデルを開発し、防災
まちづくりの計画に活用しています。
　近年は、火災による死者数は大きく変化
していないものの、小規模雑居ビル、物販
店舗、グループホーム火災など社会的に問
題のある火災は少なくありません。これま
での研究成果の活用、防耐火技術のいっそ
うの高度化により、火災に強い建築や住宅
の普及、市街地火災の被害低減を目指して
いく必要があります。そのためには、工学
的な火災安全設計を普及させることが重
要であり、必要な技術基盤を整備すること
が重要です。 
　このような目標を実現するため、防火研
究グループでは、火災リスク評価に基づく
火災安全設計法の開発、火災に強いまちづ
くりを自治体や住民がスムーズに実施し
ていくための支援技術の開発、伝統的建築
物の保全に資する防火技術の開発、さら
に、防火材料の性能試験方法の研究などを
行っています。 

　骨材は堅く、木は柔らかく、対照的な材料で
す。どちらも建築に必須の材料で、いずれも自然
界から得られる材料です。どちらの資源も、一見
無尽蔵のように思えます。かつてコンクリート
を造るために、日本の河川からたくさんの砂利
や砂が採取されました。これらの採取は、すでに
規制されていますが、河川が昔の姿に戻ったで
しょうか？　一方で、日本にはたくさんの木造
の家が建てられています。これらの木は、遠い森
林から運ばれてきた木です。木が再び成長する

ために必要な環境が、森林の中で守られている
かどうか、心配なところです。
　私たちは、資源が有限であることを、日常生
活で感じることは、なかなかありません。しか
し、地球から飛び出した宇宙飛行士たちは、青く
輝く地球の姿を見て、人生観が変わると言いま
す。宇宙から地球を見ることは、地球が有限の星
であることを実感できる、数少ない瞬間なので
しょう。宇宙は無限かもしれません。でも、地球
が有限であることは、認めざるを得ません。私た
ちは、その有限の星、地球に暮らしています。地
球を守るために、リサイクル・・・。　　　(N.Y）
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